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施策の概要

施策事例７　健康福祉関連施策

29,541,147 千円

岐阜県 高山市 企画管理部企画課

0577-35-3131

http://www.city.takayama.lg.jp/

平成 20 年度から

参考とした施策

関 係 施 策 分 類

事 業 期 間

ホ ー ム ペ ー ジ

電 話

担 当 課

標 準 財 政 規 模

人 口 94,235 人

⑤

1 	取り組みに至る背景
高山市の高根地域は、人口約 500 人、高齢化率 40%超

の市内でも著しく過疎・高齢化が進行した地域である。
また、この地域は雪深く、冬季になると他地域で暮らす
子ども世帯のところで生活する高齢者もいるが、それが
できない高齢者は、毎日不安を感じながら家に閉じこも
りがちになるとともに、健康状態も悪化する傾向がある。

2 	事業内容（目的・目標・方策）
上記のような状況を改善することを目的として、高山

市の遊休施設を活用した冬季高齢者ファミリーホーム「のくとい館」を開設し、高齢者の安全・安心な
暮らしを確保するとともに、高齢者の生きがいの創出を目指すこととなった。なお、本事業の実施主体は、
社会福祉法人　高山市社会福祉協議会であり、高山市は、本事業の実施に伴い必要な施設改修などを行っ
た。

具体的な事業内容としては、遊休施設である旧教員住宅を冬季高齢者住宅とし開設する事業を核とし
たもので（開設期間 12 月～ 3 月、朝、夕のまかない付き）、入
居者が留守にする間の住宅の雪下ろしはボランティアにより実
施した。

また、地域の高齢者グループ及び「のくとい館」入居者によ
り、地域の特産品である寒干し大根の生産及び販売を行うこと
で高齢者の経済活動への参加を促し、入居費用の軽減を図ると
ともに生きがいの創出を行った。

3 	施策の開始前に想定した事業効果
点在して居住していた高齢者による冬季間の集団生活、ボラ

ンティアによる雪下ろしなどを通じ、世代間交流や地域間交流の促進、地域プライドの再生を目指した。 

4 	導入にあたり工夫・苦労した点、課題、対処法など
冬季間といえども、自らの住居を留守にすることに抵抗を感じる高齢者が多数であったが、高山市社

会福祉協議会の職員、家族、近隣住民の粘り強い説得により、入居を決意される高齢者が徐々に増えて
いった。また、入居費用については、地域の高齢者の収入を考慮するとかなり安価に設定する必要があり、

冬季高齢者
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「のくとい館」事業
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予算関連データ
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総　額
①～⑤の計

財源内訳（財源区分 : ①～⑤）
①国費 ②県費 ③起債 ④その他 ⑤一般財源

5,804 千円 3,497 千円 0 千円 0 千円 1,640 千円 667 千円

①
～
④
の
名
称
・
所
管
等

名　称
「新たな公」による

コミュニティ創生
支援モデル事業

高山市社会福祉協
議会一般会計予算

所　管 国土交通省広域地
方整備政策課

高山市社会福祉協
議会

金　額 3,497 千円 1,640 千円

補助率

高山市

高山市社会福祉協議会で入居費の設定に苦慮された。しかし、国土交通省の「新たな公」によるコ
ミュニティ創生支援モデル事業の委託事業に採択されたことにより、1 万円程度の入居費に抑える
ことが可能となったため、入居者の費用負担の軽減を図ることが可能となった。また、近隣の高根
支所、診療所などとも連携し、入居者の安全・安心の確保に配慮した。

5 	現在の成果・実績、今後の展開など
高山市社会福祉協議会によると、平成 20 年度に

本事業を開始した当初は入居をためらう高齢者が
数多くみられたが、昨年度の入居者のほとんどが
本事業に満足しており、今シーズンの入居を心待
ちにしている高齢者もみえると聞いている。

また、入居者のみならず、その家族からも「こ
れまでは常に一人で暮らす親の心配をしていたが、
のくとい館に入居させていただいたおかげで、こ
の冬は安心して過ごすことができた」などという
非常に好意的な意見が寄せられており、高山市社
会福祉協議会では、今後入居者の家族も巻き込ん
だ施策の展開も検討されている。

本事業の最も重要な課題は、事業の継続性であ
り、平成 21 年度も国土交通省のモデル事業に応募
し採択されたが、今後はそうした支援策がなくて
も、特産品の販路拡大による安定した収入の確保
などを図ることで、継続実施を可能にしていくこ
とが望まれる。

また、市内の他地域においても高齢化が著しい
地域があるため、関係団体などと連携を図りながら、他地域への導入について検討していく必要が
ある。
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